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〈プロジェクト研究報告〉

2017年10月から始まった中部地方産業研究
所（中産研）の特別重点研究「大学B C P（事
業継続計画）の総合的研究」は、途中、新型コ
ロナ感染拡大により中断を余儀なくされつつ
も、2022年度に最終報告書を完成させ、 無事
終了することができた。これも本学関係者はも
ちろんのこと、ご対応いただいた全国の大学関
係者および被災地の方々のご理解とご協力の賜
物であると、中産研・災害研究センターの構成
員一同、心から感謝する次第です。この間、愛
知大学でもB C P策定が進み、2022年度に「愛
知大学事業継続計画（B C P）」が策定されま
した。その策定に一定の協力ができたことは、
喜ばしい限りです。

本特別重点研究は、中産研におけるそれまで
の災害研究を基礎に、次のような目的を達成す
べく開始されました。「今後予想される南海ト
ラフの発生を見すえて、東日本大震災における
地震、津波等による被害、復旧・復興、防災等
について再検証を行うとともに、3,000人の学
生を抱え、地域の防災拠点ともなっている豊橋
校地を主たる対象として、地域連携を含めた大
学のB C Pの視点からさまざまな諸課題とその

解決策を明らかにする」。
この目的を達成するため、①多くの被災地や

大学への現地調査やインタビュー、②愛知大学
の豊橋校舎と名古屋校舎の学生やその保護者の
みなさんへの災害時の帰宅行動などに関するア
ンケート調査、③大学近隣区の住民のみなさん
への災害時における大学と地域の連携に関する
アンケート調査、④豊橋校舎における学生を対
象とした避難所・避難行動社会実験、⑤大学や
企業の防災専門家を招聘した研究会の開催等を
行ってきた。

以上のような活動内容については、 特別重
点研究の年次報告書（2017年度、2018年度、
2019年度、2020年度）および最終報告書（2022
年度）に詳しく記されている。また、中産研が
5年に1度刊行している地域白書ともいうべき
『東三河の経済と社会』（第8輯、第9輯）には、
災害研究センター構成員が、東三河5市（豊橋市、
豊川市、蒲郡市、田原市、新城市）の災害・防
災対策や明海臨海工業地区の防災の取り組み等
について執筆した。

本特別研究では内部評価とは別に外部評価が
義務付けられている。外部評価者としてお願い
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したのは、元徳島大学災害対策アドバイザー、
南海トラフ地震対策委員の粕淵義郎氏と香川大
学地域強靭化研究センター特命准教授の磯打千
雅子氏のお二人である。両氏には2019年の特
別重点研究の研究会で、所属する大学のB C P
について報告していただき、2020年には中間
報告会の外部評価コメントをしていただいた。
こうした経緯から、本特別重点研究の総括的コ
メントをお願いした。真摯に対応していただい
た粕淵、磯打両先生には改めてお礼申し上げる
次第です。

本研究やその成果についての全体的評価とし
ては、「大学がB C Pを策定する際考慮すべき
主要課題を研究調査から網羅したと思われる」
（粕淵氏）、「多様な分野の教職員が横断的に連
携して6年間に渡り調査・研究している点は、
（貴学が）大学の果たすべき社会的役割を重視
していることに疑いの余地がない」（磯打氏）
とも述べているように、概ね肯定的な評価を受
けたものと理解して良いと考えている。

しかし、実務家である粕淵氏が「特に気にな
る事象と対策について」5項目（①大学入学試
験時地震発生への対応について、②建物安全の
確認について、 ③南海トラフ臨時情報への対
応、④復旧対策班のアクションマニュアルにつ
いて、⑤実効性のあるB C Pとするには）にわ
たって提起していただいた課題については、本
研究の中では実現が難しかった点であり反省点
として銘記すべきであると考えている。5項目
については今後、大学全体の取り組みとして検
討・実施していくことが必要となろう。

また、磯打氏のコメントのなかではとくに災
害時の「安否確認はB C Pの要」、アンケート
調査は「大学と地域との関係性を再考する良い
好機」であるとのご指摘を取り上げたい。愛知
大学では安否確認システムを導入しているが、

学生にアプリのダウンロードや利用方法等のガ
イダンスや確認メールの一斉送信がどの程度の
学生に届いているか等の訓練が必要となるだろ
う。また、粕淵氏も述べているように災害時に
は大学は避難所としての役割を当然担うことに
なるが、避難や避難所運営については、豊橋市
はじめ近隣住民との交流や訓練が必要である。
これらも今後の課題と言えよう。

以下、外部評価者のコメントをそのまま掲載
する。

粕淵義郎氏（元徳島大学災害対策アドバイザー　
南海トラフ地震対策委員）
本研究は大学がBCPを策定する際考慮すべ

き主要課題を研究調査から網羅したと思われ
る。報告書をまとめられた研究代表者およびメ
ンバーのご努力に感謝したい。本研究が網羅す
る大学BCPに於いて特に気になる事象と対策
について数点提起したい。

1）大学入学試験時地震発生時の対応につ
いて
大学入学共通テストや本学入学試験実施当

日地震発生時の行動マニュアルを準備し、試
験運営担当者への徹底が必要である。また地
震発生が試験当日でなくても例えば1か月前
であった場合、大学入学共通テストなら受託
できるか、被災状況の確認、入試センターへ
の報告等何をするかの行動マニュアルを検討
しておく必要がある。地震発生が本学入学試
験の前であった場合も会場復旧、代替会場確
保、受験者への通知等、実施するための行動
マニュアルの検討策定が必要である。また試
験最中に地震発生した場合どのような地震の
場合どう行動するべきかの判断基準を地震の
大きさ、けが人の発生、天井・照明の落下、
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窓ガラス飛散、電力の復電時間、建物の柱・
壁の損傷等の被災基準を定めて判断行動でき
るようにしておきたい。

2）建物安全の確認について
地震が発生した場合、二次災害防止のため

被災建物応急危険度判定士により「危険」「要
注意」「調査済」の調査判定が行われるが、
大規模災害の場合大学建物の危険度判定に直
ちに来てもらえない。大学職員で建物応急危
険度判定士の資格を有する者がいるか、文部
科学省に派遣を要請するかになる。被災翌日
から安全な建物を活用して避難民の受け入れ
や復旧活動の拠点として行動するため、独自
の建物危険度判定判断基準を定めて訓練して
おくと有効である。

3）南海トラフ臨時情報への対応
南海トラフの西側だけで大規模地震が発生

し、「南海トラフ地震関連情報」が発信され
た場合その対応が大変難しい。所謂半割れ状
況で南海トラフ東側の大規模地震が数日中に
発生するか1週間後か1か月後か1年後か、
その間どう対応したら良いのか、警戒はしつ
つも平時の活動を長期間止めておくこともで
きない悩ましい状況が続く。 そうした状況
下で最も守りたいのは学生・職員の生命であ
る。特に地震に脆弱な大学近辺の下宿居住者
が阪神淡路大震災の際神戸大学の学生が多数
犠牲になった例から、学生の住環境を調査し
て対象学生の避難所を大学建物に準備し宿泊
させ地震警戒期間（1週間）授業を受けられ
る環境、すなわち夜は教室を避難所宿舎とし
て朝教室として整えるような運営をする必要
があるのではないか。

4）復旧対策班のアクションマニュアルに
ついて
災害対策本部の基に各種復旧対策班が設け

られるが、各班の担当分野に応じた災害時に
行動すべきアクションを整理し誰が何からど
のようにして遂行するかを対策班内で論議し
アクションマニュアルにまとめておくとス
ムースに行動に移せる。

5）実効性のあるBCPとするには
BCPを策定し可能な事前対策を行うこと

でかなりの減災はできるが、早期復旧を達成
するためにはやはり訓練である。避難訓練、
避難所運営訓練、各復旧対策班のアクション
マニュアル継続見直し等がBCPの実効性を
高める。

磯打千雅子氏（香川大学地域強靭化研究セン
ター特命准教授）
本評価を記すにあたり、まず、大学の事業継

続を課題に取り上げ、立地条件や学生、周辺地
域との関係性に着目し、6年間という歳月と研
究費をかけて本研究に取り組まれた点に敬意を
表したい。大学に限らず企業のBCPにおいて
も組織内部のことには時間的・費用的コストを
抑えようという作用が働きがちであるが、横断
的分野の教職員によるチーム編成により本研究
を多方面から調査・研究されている点は、貴学
において大学の果たすべき社会的役割を重要視
していることに疑いの余地がない。以降には、
本報告に基づく評価を記載したが、あくまでも
報告書から得られる範囲の限定的な情報のみに
よるものであり、認識違い等があった場合には
ご指摘いただきたい。

6年間の取り組みを概観すると、調査に留ま
らず、調査結果をふまえた実践的な試行、さら
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には新たな教材の開発を行うなど丁寧な積み上
げが着実になされたと評価できる。加えて、外
部評価を得ながら研究を進めている点は研究成
果の信頼性といった面で有益であると示唆され
た。本報告において特筆すべき点は以下の通り
である。
・	大学BCP事例調査：重要4要素の視座から調

査を実施したことで、体系的な知見が得られ
ている。

・	被災地調査：直近の被災地に加えて阪神淡路
大震災など復興過程における大学の役割につ
いてもふれている。災害の様相は常に変化す
る。様々な被災地の様相を確認することで、
自組織の被害についてより具体的なイメージ
が得られる効果を期待できる。

・	安否確認：BCPの要である。 東北学院大学
の事例では非常に有益な調査結果を得られて
いる。特に「安否確認はBCPの1丁目1番地」
の表現は賛同に値する。

・	大学と地域の関係性：BCPに限らず平時の
相互ニーズを把握する上でもアンケート調査
は有益であった。報告によると、大学と地域
との連携・相互協力は、大学創設当時と比較
して決して発展的なものとなっていない点が
指摘されている一方で、住民アンケートから
は大学への期待も見てとれる。本結果を受け
てあらためて大学と地域との関係性を再考す
る良い好機となっている。

・	避難所シミュレーション実験：平時に実践で
きないことは災害時にも実践できない。実際
に学生と取り組むことで、備蓄が必要な資機
材・数量、手順の確認がなされたと推察され
る。さらに立体HUGの開発は、避難所のイ
メージがしやすい。食事の問題についても避
難生活で想定される様々な諸課題（野菜不足
や単一な味など）も言及されており、参加者

のアンケート結果からも実施の有意性が確認
されている。

・	大学BCPの策定：被害想定を災害発生後の
フェーズに分類して検討している点、重要業
務の選定において要因別事項を洗い出してい
る点は実践的な対策への進展が期待できる。

・	調査活動：熊本学園大学には評価者も調査を
行っているが、本調査結果で再認識させられ
た点がある。平時の大学の在り様が災害時に
如実に露呈する点、緊急時の柔軟な組織運営
を可能とするための平時の備えについてであ
る。岩手大学におけるBCPの大前提として
地域機能の継続が第一義であり、そのために
平時から自治体との連携や防災教育を行うと
いった点は、地域継続計画（DCP：District 
Continuity Plan）の視点でも整合がとれる。
また、福島大学への調査では、連携交流を長
年続けてこられた信頼関係があってこそ、真
摯な課題について得られたものと推察された。

・	新型コロナウイルス感染拡大：経緯や過去の
パンデミックについて記録されているが、災
害による被害の履歴は将来の災害対応を考え
る上で貴重な財産である。記録として本誌に
掲載される意義は非常に大きいといえる。

・	結び：大学BCPの要諦について、①学生・
教職員の安全確保と授業再開、②入試事業、
さらに地域の共有資産としての大学施設の活
用と締めくくられている。本事項は、教育機
関すべてに共通する事項であり、本報告書は
全国の大学機関に重要な示唆を与えることが
期待できる。
おわりに、 評価者はBCPを研究テーマの一

つとして取り組んでいますが、学術的論文にし
難い分野であり研究者が少ないのが現状です。
繰り返しになりますが、そのような状況のなか
で、多様な分野の第一人者の教職員が横断的に
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連携し、6か年に渡り当該研究を進めてこられ
た点、そして本プロジェクトに投資をされた貴
学の姿勢そのものが、大学の事業継続を真摯に
とらえている何よりの事実と感じました。当該
分野の一研究者としても大変勇気づけられまし
た。記して感謝申し上げます。




